
改組前

学校教育専攻

(学生定員20名)

学校教育専修
臨床心理学専修
教科教育専修

高度教職実践専攻
(学生定員20名)

教職基盤形成コース（ストレート）
高度教職開発コース（現職）

教
育
学
研
究
科

（修士課程）

（教職大学院）

参考資料02教職大学院設置の概要

教
育
学
研
究
科

心理学分野

高度教職実践専攻 教職基盤形成コース

高度教職開発コース

教
育
課
題
探
究
プ
ロ
グ
ラ
ム

教
科
授
業
力
高
度
化
プ
ロ
グ
ラ
ム

特
別
支
援
教
育
高
度
化
プ
ロ
グ
ラ
ム

キャリアの違いへの対応

個々の課題への対応

総
合
人
文
社
会
科
学
研
究
科

改組後

学生定員14名 ※本大学院から10名，他学
部大学院から4名で構成

学生定員30名

(学生定員15名)

(学生定員15名)
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教職大学院の教育課程編成の特色①

【拠点校方式を核とした教育課程】

集中講義
フォーラム

現職教員院生 学部卒院生

カンファ
レンス

・大学教員

チーム
・現職教員院生
・学部卒院生

教育学部キャンパス

学 校 （附属学校）

大学教員

学 校 （県内公立学校）

週単位の訪問

教職大学院

院生
以外
の

教員

カンファ
レンス

・大学教員

チーム
・現職教員院生
・学部卒院生

院生
以外
の

教員

拠点校におけるカンファレンス（演習）

児童・生徒に
関する諸課題

実
践

拠点校におけ
る課題に、協
働で向き合う。

現職教員院生

実務家教員

他の院生

教職大学院「アリーナ」

他の院生

他の院生

研究主任拠点校の研究会

拠点校の教科会

カンファレンス（検討）

カンファレンス（検討）
実践

実践

臨床の知
理論と実践の往還（リフレクションを通して）

アリーナとは・・・異なる立場の
人から成るカンファレンスの場
例 問題解決を支える

専門的知見を提供する
方策の可能性を探る

教職大学院教員
（専門家）教職大学院教員

（コーディネーター）

教職大学院の教育課程編成の特色②－１

1
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教職大学院におけるアリーナ

（拠点校におけるアリーナ）

・大学院生

・他の大学院生

・教職大学院実務家教員

・教職大学院教員

・拠点校における教職員

勤務校におけるアリーナ形成

（e.g., 教科会、学校の研究会）

・・教育現場（学校）

・家庭・地域社会

・教師や他の専門家

勤務地域におけるアリーナ
形成

（e.g., 地域の教科会、地域
の研究会）

・教育現場（学校）

・家庭・地域社会

・教師や他の専門家

30代

40代

50代

他者と連携して子どもを支える力量形成

アリーナを作ることのできる構造を構築
○附属学校の経験者の輩出

・教職大学院修了生
・アリーナによる問題解決の経験者
（カンファレンスの方法の習得）

・専門家とのネットワーク
○アリーナ形成のマネジメント

・教職大学院の報告会、フィールドワーク、協力校システム等
・実務家教員によるネットワーク作り
・県教育委員会との連携

【教員のキャリアパスと職能深化コース】

教職大学院の教育課程編成の特色②－２

【コースとプログラムを組み合わせた教育課程】

教職大学院の教育課程編成の特色③

高度教職開発コース

教職基盤形成コース

教育課題
探究
プログラム

教科授業力
高度化
プログラム

特別支援教育
高度化
プログラム

キャリアの違いへの対応

個々の課題への対応

4
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高度教職開発コース

現職教員院生を対象と
し、高度な専門性に基
づきスクールリーダー
としての人材を養成

教職基盤形成コース

主として学部卒院生を
対象とし、高い実践的
指導力、展開力を備え
た新たな学校作りを担
える人材を養成

附属
勤務教員

附属学校

附属学校をフィールドとした

教育研究拠点の形成

附属学校教員を対象とした

教職大学院高度専門職

養成プログラム

大学教員

学校での
課題解決

附属学校
教育現場

高度教職
実践専攻

（教職大学院）

【附属学校教員を対象としたプログラム】

教職大学院の教育課程編成の特色④

3
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教育実践実地研究Ⅰ

状況分析チーム演習

1年次後期1年次前期 2年次後期2年次前期

教育実践実地研究Ⅱ

授業・学級づくり
チーム演習

個に応じた教育
チーム演習

学校・地域活性化
チーム演習

未来の学校と期待される教師Ⅱ

特色ある教育課程の編成と評価 授業研究と教育評価
子ども支援の協働体制 学級づくりと学校づくり
未来の学校と期待される教師Ⅰ

実

践

研

究

報

告

会

指定5領域（必修）

5領域横断（必修）

教育課題探究プログラム
・教育課題領域の専門科目（12単位～）
教科授業力高度化プログラム
・教科領域から特定教科（5単位～）を含む（12単位～）
特別支援教育高度化プログラム
・特別支援教育に特化した専門科目（16単位～）

・その他自由に選択（２単位～）（他プログラムからも選
択可）

中

間

報

告

会

実践研究とリフレクションⅠ

教職大学院カリキュラムの構造

学校実習科目（必修）

選択プログラム以外の科目

選択プログラム

選択科目

実践研究とリフレクションⅡ 実践研究とリフレクションⅢ 実践研究とリフレクションⅣ

教育課題探究プログラム
・教育課題領域の専門科目（12単位～）
教科授業力高度化プログラム
・教科領域から特定教科（5単位～）を含む（12単位～）
特別支援教育高度化プログラム
・特別支援教育に特化した専門科目（16単位～）

・その他自由に選択（２単位～）（他プログラムからも選
択可）

プログラム修了認定

教育実践実地研究Ⅰ

状況分析チーム演習

1年次後期1年次前期 2年次後期2年次前期

教育実践実地研究Ⅱ

授業・学級づくり
チーム演習

個に応じた教育
チーム演習

学校・地域活性化
チーム演習

未来の学校と期待される教師Ⅱ

特色ある教育課程の編成と評価 授業研究と教育評価
子ども支援の協働体制 学級づくりと学校づくり
未来の学校と期待される教師Ⅰ

実

践

研

究

報

告

会

指定5領域（必修）

5領域横断（必修）

学校マネジメント 校内研究の企画・運営
学校におけるICT教育 海外学校臨床実習
通常学級における特別支援教育
へき地小規模校における教育実践
教育課題特別演習Ⅰ・Ⅱ

授業内容研究 教材開発演習
指導案構築演習 授業方法研究
授業課題特別演習Ⅰ・Ⅱ

中

間

報

告

会

実践研究とリフレクションⅠ

教職大学院カリキュラムの構造

学校実習科目（必修）

学校マネジメント 校内研究の企画・運営
学校におけるICT教育 海外学校臨床実習
通常学級における特別支援教育
へき地小規模校における教育実践
教育課題特別演習Ⅰ・Ⅱ

授業内容研究 教材開発演習
指導案構築演習 授業方法研究
授業課題特別演習Ⅰ・Ⅱ

授業課題科目

教育課題科目

選択科目

実践研究とリフレクションⅡ 実践研究とリフレクションⅢ 実践研究とリフレクションⅣ
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参考資料 06 

資料 ５領域横断科目(チーム演習)のイメージ 

５領域横断科目（チーム演習）の実施 

教職基盤形成コース，高度教職開発コースの混合チームを形成する 

・平成 31 年度まで：定員 20 名 → 5 名程度×4チームを編成 

・平成 32 年度以降：定員 30 名 → 5 名程度×6チームを編成予定 

研究者教員と実務家教員の担当例（平成 30 年度の場合） ※下線が実務家教員 

１年生 ２年生 

チームＡ 油井 畔上 伏木 酒井 チームＥ 宮島 上村 青木 奥村 林 

チームＢ 市川 西 茅野 林 柳澤 チームＦ 伏木 市川 油井 三崎 柳澤 

チームＣ 青木 三崎 宮島 チームＧ 畔上 茅野 谷塚 

チームＤ 谷塚 上村 奥村 鎌倉 チームＨ 西 酒井 鎌倉 

拠点校 

（附属学校） 

拠点校 

（公立学校）

拠点校 

（附属学校）

拠点校 

（公立学校）

・チームごと，もしくはチーム合同で実施する。 

・担当教員は，必要に応じて，協力教員（他の大学教員）を要請する。 



平成30年8月1日現在

教育学部における緊急連絡体制

信大災害・緊急ダイヤル
24時間対応（委託業者）

信大災害・緊急ダイヤルからの緊急連絡先一覧（別紙①）

☞ 事務系職員緊急連絡網へ（別紙②）

☞学生部会の緊急連絡網へ（別紙③）

☞広報・国際交流部会の緊急連絡網へ（別紙④）

➤学内で震度6弱以上の地震が発生した際は、災害状況にもよるが、

可能な場合は、事務より教職員及び学生に安否確認メールを送信

する。

教職員・学生の家族
及び指導教員への第一報☞事案により緊急対策本部の設置

の判断を行う。

≪緊急対策本部の設置≫

➤学部長が、事案により構成メンバーを編成し、学部長室に緊急対策本部を設置する。

☆総括責任者：学部長・事務長

【通常の事故等の場合】

総務班：庶務係、会計係

①事故等の情報収集と状況把握 ②緊急対策本部メンバーの招集 ③本部等との連絡調整など

渉外班：学生部長、学務係、庶務係

①関係機関との連絡調整、事故等対応の推進 ②マスコミ対応など

家族班：学務係、図書係

①教職員及び学生の被害者確認 ②被害者家族への連絡対応など

【留学先での事故等の場合】

上記の各班に加え

広報班：広報・国際交流部長、庶務係

①現地情報の確認、状況の把握 ②外務省等の外部機関との連絡調整など

現地派遣班：副学部長、広報・国際交流部長

①現地派遣者の選出及び手配 ②現地対策本部等の設置準備 ③現地での家族対応など

☞学内で震度6弱以上の大地震が発生した場合は、直ちに第一会議室に災害対策本部を設置し、本部の災害対策本部と

連携し、災害対応を行う。震度5強以下の場合は、災害状況を踏まえて臨機に対応する。

JCSOS 24時間ヘルプデスク ☞ （0120-776-771）
※１名以上の死亡または重傷病、行方不明、遭難者が出た場合のみ

JCSOS緊急事故支援システム発動

※旅行事故対策費用保険で1名300万円までてん補（現地渡航費用等）

J-Basic 学部加入の適用範囲

渡航目的 学生 学生引率教職員 教職員のみ

教育研究 〇 〇 ×

上記以外 × × ×

火災・事故発

見 者

火事・救急 １１９
警 察 １１０

「第一報」は

信大災害・緊急ダイヤルに連

絡する。

教育学部

大学院 長野附属学校

松本附属学校園

附属志賀自然

教育研究施設

事 故 発 生

取扱注意

信大災害・緊急ダイヤル
24時間対応（委託業者）

信大災害・緊急ダイヤルからの緊急連絡先一覧（別紙①）

☞ 事務系職員緊急連絡網へ（別紙②）

☞学生部会の緊急連絡網へ（別紙③）

☞広報・国際交流部会の緊急連絡網へ（別紙④）

➤学内で震度6弱以上の地震が発生した際は、災害状況にもよるが、

可能な場合は、事務より教職員及び学生に安否確認メールを送信

する。

教職員・学生の家族
及び指導教員への第一報

海外の場合（J-Basic に加入している場合） 

☞JCSOS 24時間ヘルプデスク 　　　　　　　　　　　　へ

教育学部長

☞事案により緊急対策本部の設置
の判断を行う。

≪緊急対策本部の設置≫

➤学部長が、事案により構成メンバーを編成し、学部長室に緊急対策本部を設置する。

☆総括責任者：学部長・事務長

【通常の事故等の場合】

総務班：庶務係、会計係

①事故等の情報収集と状況把握 ②緊急対策本部メンバーの招集 ③本部等との連絡調整など

渉外班：学生部長、学務係、庶務係

①関係機関との連絡調整、事故等対応の推進 ②マスコミ対応など

家族班：学務係、図書係

①教職員及び学生の被害者確認 ②被害者家族への連絡対応など

【留学先での事故等の場合】

上記の各班に加え

広報班：広報・国際交流部長、庶務係

①現地情報の確認、状況の把握 ②外務省等の外部機関との連絡調整など

現地派遣班：副学部長、広報・国際交流部長

①現地派遣者の選出及び手配 ②現地対策本部等の設置準備 ③現地での家族対応など

☞学内で震度6弱以上の大地震が発生した場合は、直ちに第一会議室に災害対策本部を設置し、本部の災害対策本部と

連携し、災害対応を行う。震度5強以下の場合は、災害状況を踏まえて臨機に対応する。

JCSOS緊急事故支援システム発動

※１名以上の死亡/重傷病/行方不明/遭難などが出た場合および１事故合

計３名以上が通算して３日以上入院が予測される場合に発動

※旅行事故対策費用保険で1名300万円までてん補（現地渡航費用等）

J-Basic 学部加入の適用範囲

渡航目的 学生 学生引率教職員 教職員のみ

教育研究 〇 〇 ×

上記以外 × × ×

火災・事故発

見 者

火事・救急 １１９
警 察 １１０

「第一報」は

信大災害・緊急ダイヤルに連

絡する。

教育学部

大学院 長野附属学校

松本附属学校園

附属志賀自然

教育研究施設

事 故 発 生

取扱注意
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氏名
学部・修
士

授業科目名
単位
数

必修
or
選択

単独
オムニバ
ス

期間中の
担当時間
数

担当
単位
数

備　　　考

三崎　隆 学部 中等理科指導法基礎 2 必修 単独 全 2
学部 理科授業研究基礎 2 必修 単独 全 2
学部 理科指導法概論と実践 2 必修 単独 全 2
学部 理科教育演習Ⅰ 1 選択 単独 全 1
学部 理科教育演習Ⅱ 1 選択 単独 全 1
修士 学校臨床演習 4 選択 単独 全 4
修士 理科教育特論Ⅰ 2 必修 単独 全 2
修士 理科教育特論Ⅱ 2 選択 単独 全 2
修士 理科教育演習Ⅱ 2 選択 単独 全 2
修士 理科授業研究 2 必修 単独 全 2
修士 理科教育特別研究 4 必修 単独 全 4

伏木　久始 学部 総合的な学習のカリキュラム 2 選択 単独 全 2
学部 総合演習 2 選択 複数 全 2
学部 教育課程演習Ⅰ 2 選択 単独 全 2
学部 教育課程演習Ⅱ 2 選択 単独 全 2
修士 カリキュラム開発特論Ⅰ 2 選択 単独 全 2
修士 カリキュラム開発特論Ⅱ 2 選択 単独 全 2
修士 カリキュラム開発演習 2 選択 単独 全 2
修士 学校教育特別研究 4 必修 単独 全 4

西　一夫 学部 国語基礎A 2 必修 共同 1／14 0.1
学部 国語基礎B 2 必修 共同 1／14 0.1
学部 国語基礎C 2 必修 共同 1／14 0.1
学部 国語基礎D 2 必修 共同 1／14 0.1
学部 日本文学基礎 2 必修 共同 6／14 0.6
学部 古典文学講読 2 選択 単独 全 2 3年に2回開講
学部 古典文学史 2 選択 単独 全 2 3年に2回開講
学部 古典文学演習 2 選択 単独 全 2 3年に2回開講
学部 古典文学特別演習 2 選択 単独 全 2
学部 中等国語科指導論Ⅲ 2 必修 共同 7／14 1
修士 国語科授業研究 2 必修 共同 0.7
修士 国文学特論Ⅱ 2 選択 単独 全 2
修士 国文学演習Ⅰ 2 選択 単独 全 2
修士 漢文学演習 2 選択 単独 全 2
修士 国語教育特別研究 4 必修 単独 全 4

酒井　英樹 学部 第二言語習得論 2 選択 単独 全 2
学部 英語学特殊演習Ⅲ 2 選択 単独 全 2
学部 英語学特殊演習Ⅳ 2 選択 単独 全 2
学部 初等英語科指導法基礎A 2 必修 単独 全 2
学部 初等英語科指導法基礎B 2 必修 単独 全 2
学部 初等英語科指導法基礎C 2 必修 単独 全 2
学部 初等英語科指導法基礎D 2 必修 単独 全 2
学部 英語科指導法基礎 2 必修 単独 全 2
修士 英語教育実践論 2 必修 共同 1
修士 英語科教育特論Ⅱ 2 選択 単独 全 2
修士 英語科教育演習 2 選択 共同 1
修士 英語科授業研究 2 必修 共同 1
修士 英語教育特別研究 4 必修 単独 全 4

茅野　公穗 学部 コンピュータ利用教育 2 必修 共同 5／14 0.8
学部 算数科指導法基礎A 2 必修 共同 5／15 0.7
学部 算数科指導法基礎B 2 必修 共同 4／14 0.6
学部 算数科指導法基礎C 2 必修 共同 4／14 0.6
学部 数学教育教材論 2 必修 共同 5／15 0.7
学部 数学教育カリキュラム論 2 必修 単独 全 2
学部 数学教育法特別演習 2 選択 単独 全 2
修士 数学教育総論 2 必修 共同 0.4
修士 数学科教育特論Ⅱ 2 選択 単独 全 2
修士 数学教育特別研究 4 必修 単独 全 4

永松　裕希 学部 特別支援教育概論 2 必修 複数 0.5
学部 特別支援教育概説 2 必修 単独 全 2
学部 障害児自立活動演習Ⅰ 2 選択 単独 全 2
学部 障害児自立活動演習Ⅱ 2 必修 共同 10／14 1.4
学部 障害児教育課程概説 2 必修 単独 全 2
学部 障害児臨床学実習 4 選択 単独 全 4
学部 発達障害・重複障害概論 2 必修 共同 5／14 0.7
学部 障害児療育指導法実習 2 必修 単独 全 2
学部 障害児教育学演習 2 選択 単独 全 2
修士 障害児教育学特論 2 必修 単独 全 2
修士 障害児教育課程特論 2 選択 単独 全 2
修士 障害児教育学演習 2 選択 単独 全 2
修士 障害児臨地指導演習 4 選択 単独 全 4
修士 特別支援教育学演習 2 選択 単独 全 2
修士 障害児指導法特論 2 選択 単独 全 2
修士 特別支援教育指導方法論特講 2 選択 単独 全 2
修士 学校教育特別研究 4 必修 単独 全 4

谷塚　光典 学部 教職・カリキュラム論 2 必修 共同 2
学部 マルチメディア教育論 2 選択 共同 2 偶数年度開講
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学部 地域教育演習Ⅰ 1 選択 共同 1
学部 地域教育演習Ⅱ 1 選択 共同 1
修士 教師教育学特論 2 選択 単独 全 2
修士 教師教育学演習 2 選択 単独 全 2

青木　一 学部 教育経営A 2 必修 単独 全 2
学部 教育経営B 2 必修 単独 全 2
学部 学校経営演習Ⅰ 2 選択 単独 全 2
学部 学校経営演習Ⅱ 2 選択 単独 全 2
修士 学校経営特論 2 選択 単独 全 2
修士 学校経営演習 2 選択 単独 全 2

林　寛平 学部 比較教育学演習Ⅰ 2 選択 単独 全 2
学部 比較教育学演習Ⅱ 2 選択 単独 全 2
修士 比較教育学特論 2 選択 単独 全 2
修士 比較教育学演習 2 選択 単独 全 2

宮地　弘一郎 学部 コンピュータ利用教育 2 必修 共同 1
学部 特別支援教育概論 2 必修 共同 0.5
学部 知的障害児の心理・生理・病理 2 必修 共同 0.7
学部 肢体不自由児の心理・生理・病理 2 必修 共同 1
学部 障害児自立活動演習Ⅰ 2 選択 共同 1
学部 病弱児の心理・生理・病理 2 必修 共同 1
学部 発達障害・重複障害概論 2 必修 共同 0.7
学部 障害児病理学演習 2 選択 単独 全 2

奥村　真衣子 学部 特別支援教育概論 2 必修 単独 全 0.5
下山　真衣 学部 コンピュータ利用教育 2 必修 共同 0.5

学部 特別支援教育概論 2 必修 共同 0.5
学部 コミュニケーション障害の心理学 2 選択 単独 全 2
学部 知的障害児の心理・生理・病理 2 必修 共同 0.7
学部 障害児指導法実習Ⅰ 2 選択 共同 1
学部 障害児指導法実習Ⅱ 2 必修 共同 1
学部 発達障害・重複障害概論 2 必修 共同 0.7
学部 障害児心理学演習 2 選択 単独 全 2
修士 障害児心理学特論 2 必修 単独 2
修士 障害児心理学演習 2 選択 単独 2
修士 言語障害児指導法演習 2 選択 単独 2
修士 特別支援教育支援方法論 2 選択 単独 2
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信州大学教育学部教員養成連携協議会内規 

（設置） 

第１条 信州大学教育学部に，信州大学教育学部教員養成連携協議会（以下「協議会」という。）

を置く。 

なお，協議会は同時に専門職大学院設置基準（平成 15 年文部科学省令第 16 号）（以下「設置

基準」という。）第６条の２第１項及び信州大学大学院学則第 27 条の２第５項に定める教育課程

連携協議会に位置づくものとする。 

（目的） 

第２条 協議会は，学部，大学院及び附属学校園の教員養成について，幅広く長野県教育関係者の

意見を求め，その質の向上を図ることを目的とする。 

また，設置基準第６条の２第３項各号に定める事項について，第８条に定める教職大学院委

員会において審議した事項を審議決定し，研究科長等に意見を述べることを目的とする。 

（組織） 

第３条 協議会は，次の各号に掲げる委員をもって組織する。 

一 学部長 

二 学部長の指名により選任された副学部長 １名 

三 長野県教育委員会教育長 

四 長野市教育委員会教育長 

五 松本市教育委員会教育長 

六 長野県小学校長会会長 

七 長野県中学校長会会長 

八 長野県特別支援学校長会会長 

九 長野県高等学校長会会長 

十 長野県ＰＴＡ連合会会長 

十一 信濃教育会会長 

（委員長及び副委員長） 

第４条 協議会に委員長及び副委員長を置き，委員長は，第３条第１号に規定する者をもって充て，

副委員長は，第３条第２号に規定する者をもって充てる。 

２ 委員長は，協議会を招集し，その議長となる。 

３ 副委員長は，委員長を補佐し，委員長に事故があるときは，その職務を代行する。 

（代理出席） 

第５条 やむを得ない事情により委員が出席できない場合は，その代理の者を出席させることがで

きる。 

（構成員以外の出席） 

第６条 協議会が必要と認めたときは，協議会に構成員以外の者の出席を求め，その説明又は意見

を聴くことができる。 

（開催） 

第７条 協議会は，原則として年１回開催する。ただし，必要に応じ，随時開催することができる。 

（教職大学院委員会） 

第８条 協議会のもとに，教職大学院委員会を置く。 

２ 教職大学院委員会に関し必要な事項は，協議会が別に定める。 

（庶務） 

第９条 協議会の庶務は，教育学部事務部において処理する。  

（雑則） 

第 10 条 この内規に定めるもののほか，協議会の運営に関し必要な事項は，協議会が別に定める。 

附 則 

この要項は，平成 26 年４月１日から実施する。 

附 則 
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この要項は，平成 27 年１月８日から実施する。 

附 則 

この内規は，平成 年 月 日から施行し，平成 31 年４月１日から適用する。 
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信州大学教職大学院委員会内規 

（設置） 

第１ 信州大学教育学部教員養成連携協議会要項（以下「要項」という。）第８の規定に基づき，

信州大学教職大学院委員会（以下「委員会」という。）を置く。 

（任務） 

第２ 委員会は，教職大学院の設置及び充実のため，教職大学院の教育組織，教育課程及び教員組 

織等について検討を行う。 

（組織） 

第３ 委員会は，次の各号に掲げる委員をもって組織する。 

一 学部長の指名により選任された教員 若干名 

二 学部長の指名により選任された事務職員 若干名 

三 長野県教育委員会教育長が推薦した指導主事 １名 

四 長野市教育委員会教育長が推薦した指導主事 １名 

五 その他学部長が必要と認めた教職員 若干名 

（委員長及び副委員長） 

第４ 委員会に委員長及び副委員長を置き，委員長は，第３第１号に規定する者のうちから委員が

互選した者をもって充て，副委員長は，委員長が指名する者をもって充てる。 

２ 委員長は，委員会を招集し，その議長となる。 

３ 副委員長は，委員長を補佐し，委員長に事故があるときは，その職務を代行する。 

（代理出席） 

第５ やむを得ない事情により委員が出席できない場合は，その代理の者を出席させることができ

る。 

（構成員以外の出席） 

第６ 委員会が必要と認めたときは，委員会に構成員以外の者の出席を求め，その説明又は意見を

聴くことができる。 

（報告） 

第７ 委員会は，必要に応じて検討経過及び結果について，協議会に報告するものとする。 

（庶務） 

第８ 委員会の庶務は，教育学部事務部において処理する。  

（雑則） 

第９ この内規に定めるもののほか，委員会の運営に関し必要な事項は，委員会が別に定める。 

附 則 

この内規は，平成 27 年１月 24 日から実施する。 
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